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　「公共経済学」と銘打つ文献が，この頃，いわゆる近代経済学者たちによって，数多く
提供されている。これまでの経済学が「民間（私？）経済」　に関わり過ぎていたために，
「公共経済」の比重が高まった現実に対応できなくなったという認識から来ているようで
ある。
　こういう見方が当っているなら，「公共経済学」　は現実追認の役割を果すに過ぎないの
ではないかという懸念が生じて来る。もちろん，現実が望ましい状態であれぽ，現実追認
こそ正当になる。しかし，それがそうであると思えないのは，「公共経済学」　が隆盛にな
るのと時を同じくして，「公正」　や「公平」を求める声が高くなったからである。　Johll
Rawlsの「分配の公正」が青木昌彦編著　rラディカル・エコノミックス』（1973，中央公
論社）に，　同じく「公正としての正義」が「現代経済」誌（N・．12，Spring’74）に紹介さ
れた。「経済評論」誌は「社会的不公正への挑戦」（1974，6）を，「中央公論」誌は「豊：かさ
の中の自由と公正」（1974．7）を特集した。
　経済の「公共」部門が増えることは，「公正」や「公平」が高まることなのであろうか？
「公共」「公正」「公平」と並べてみると，いずれにも「公」の字がふくまれているから，
そういう質問も出して見たくなる。「公共経済学」者たちは，経済に「公共」部門が増え
るのを望ましいことだと思っているのであろうか？望ましくないとするなら，なぜ殊更
「公共」経済学を論ずるのかという質問を出して見たくなる。望ましいとするなら，なぜ
「公正」や「公平」が求められるようになるのかという質問を用意したくなる。
　「公共経済学」を論ずるのはもっぱら近代経済学者たちだが，マルクス経済学者たちは，
経済に「公共」部門の比重が高まっているという見方を，どう受けとめているのであろう
か？「公共」部門は政府が関与する部門のことだそうだから，マルクス主義者がよく主張
する「国有化」によくマッチしている傾向ということにはならないのであろうか？それと
も，それは「国家独占資本主義」の別名だとして一蹴されるのであろうか？しかし，どち
らかというと，「公共経済学」は「社会主義」でこそ有用かも知れないという見方がなる
程だと思えるふしもあるとすれば，事態はこんがらがってしまい，　「近代経済学」　者が
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「社会主義」者になり，マルクス経済学者が「資本主義」者になったように「錯覚」しか
ねまい。むしろ，そうであってこそ，今更「公正」や「公平」が求められる理由も明らか
になろうというものである。なぜなら，「公正」や「公平」は，「社会主義」でこそいちば
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ん欠けているかも知れないからである。もっと正確に，そして一般的にいえば，資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　
の定点（それがどこにあるかは論議の別れるところであるが）から遠ざかった程度に応じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
て，「公正」や「公平」が損なわれる度合が高まると考えられる。それにしても，資本主
義に期待する人たちが「社会主義」にこそふさわしい「経済学」を論じ，社会主義に期待
している人たちが「資本主義」から抜け出せない「経済学」を論ずるというのは，「経済
学」に見られる最大の皮肉であろう。
　わたしが思うに，「公共経済学」を論ずる人たちには，「公」が「私」　と対をなす概念
であることの認識が欠けている。そのために，必ずしも公とはいえない要素をもつものを
はじめから「公」だと決めてかかり，本来公であるはずのものを「私」だと信じて疑おう
としない。このことは，マルクス経済学者にも当てはまるだろう。彼らが「社会主義」の
　　　　　　　　　り　　　　　の　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ためによく主張する国有化は，実は巨大な私有化の性質をもっているのだが，このことを
彼らは理解できない。それが理解できたら，資本主義の値打ちが見直されるだろうが，そ
れはないものねだりだろう。
　折よくひとつの応用問題が出された。7月7日の参議院選挙以来，企業と政治献金の関
係がにわかにジャーナリズムの話題となった。ここで，企業なるものの理念（本質）と現
実（現象）についての理論が試される。r自由主義経済」を擁護すると主張する人たちが，
実は自由主義経済を損なうことに貢献しているかも知れない。企業なるものを，公・私の
観点から理解すれば，おのずから解答が出て来るであろう。
　わたしは，これまで，種々の小論で公・私について触れて来た。今から振り返って不十
分さを感ずるものもあるが，概ね良い線を行っているのではないかと思っている。時折，
それちを参照することがあろう。
　　〔1〕　公私各々其の所有リ
　「経済評論」誌に，ひと頃，「経済学／神話の崩壊」と題する啓蒙的な短文を連載したこ
とのある伊賀隆氏が，「公共経済学の方法と課題〔基調報告〕」（「経済評論」1973．1）で，
公・私について書いている。
　　「公」というのは「私」に対立する言葉であり，公園や公衆電話や公民館などのように，すべて
　の人々に対して開放されていることである。　（94ページ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もっともなことである。だが，後のためにコメントしておくと，「すべての人々」がそ
　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　
れこそ字義通りにすべての人びと，すなわち地球上のすべての人びとなのか，それとも，
たとえば，日本の国民という集合としてのすべての人びとなのか，はっきりしていないの
が問題である◎だから，後で見るように事柄が具体性を帯びると，もりともさが失なわれ
てしまうのである。それはともかく，公・私の原意を知っておくのは必要である。藤堂明
保氏の『漢字語源辞典』（1965，学期社）によろう。
　私の原字はムという字であり，これは物を丸く囲いこんださまを示す象徴的な指示文字である
　（囲ったものを逆に開くことを示すため，ハ印を加えたものが公の字で，公一私はまさに反対の意
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味を含んでいる）。各人が収穫をそれぞれ囲い込めば，その収穫は細分される。公とは端から端まで，
筒抜けに公開されることであるが，私とはそれぞれ枠を設けて細かく区切る意味である。（764ページ）
　公・私は，別々には論じられない。公を論ずれば私に，私を論ずれば公に触れないわけ
にはいかないそういう仲である。公が開かれたさまであれば，私は閉ざされたさまであ
る。何にとって開かれ，あるいは閉ざされるのか？もちろん，「人」　にとってである。
しかし，この「人」という言葉がまたなかなかの曲者である。この言葉を使うときには，
誰（だれ）がそれにふくまれるのかをはっきりさせておかねばならない。そうしないと，
「公」と名づけられているものが必ずしも公ではないこと，「私」と呼ばれているものが
そうではなくなっていること，あるいは，本来公または私であるはずのものが現実的には
そうではないことなどが分らなくなる。ある人物が男（または女）であるはずなのに，女
（または男）と呼ばれたら，誰も落ち着けまい。そのようなことが公・私については起っ
ているのに，人びとは案外落着きはらっている。
　伊賀氏を引き合いに出したので，ついでに，もっともな公・私理解が，伊：賀氏によつ
どのように応用されているのかを見ておこう。伊賀氏は，「公共経済学」を批判してい
う。
　……すべての設備は共同財common　stockであり，すべての製品は公共財public　goodsであ
　る。この点でわれわれの考え方は，いわゆる公共経済学の主張と正反対である。公共経済学ではす
べての財が本来私的財private　goodsであると考える。ただ排除不可能nonexclusiveなものを
特別に公共財と見なそうというのである。われわれは逆である。厳密な帰属計算ができない以上，
すべての財は公共財と規定すべきであり，その中で排除可能なものについて私財と見なすことが許
　されていると，われわれはこのように考える。ついでに述べておけば，排除可能性などという造語
には感心しない。もっと素直に私有化可能性と呼ぶ方が経済学を知らない人々に対して，より正し
いイメージを伝えることができるのではないか。（「社会的不公正と経済学者の責任」「経済評論」
74．6，9ページ）
　間違っていることがいわれているからといって，それをそっくりひつくり返せば正しく
なるものではない。「人はみんな善人だが，例外的に悪人である」　といういい方が間違っ
ているとしても，その間違いは，「人はみんな悪人だが，例外的に善人である」　というい
い方で正されはしないだろう。多分どっちもまるっきり正しいことはないだろうし，正し
くない程度では同等であろう。唯物論と観念論の間にもそういうことがいえるとわたしは
思っている。すべての財が本来私（的）財であるはずだというのも，すべての財が本来公
（共）財であるはずだというのも，ともに間違いであろう。人びとが使っている「本来」
という言葉には，「もともと」あるいは「元来」，更には「歴史的には」　というニュアン
スがただよっているけれども，わたしが「本来」というときには，「論理的」　の意味で使
うことにしている。文章の形式としては，「本来……であるはず（または，べき）である」
となる。「論理的につきつめるとそうならざるをえない」　の意味である。「本質」という
言葉は，「本来の性質」の略語であるし，その意味では「本性」といってさしつかえない
が，「本質」は「事」について，「本性」は「物」について（あるいは，「物」の場合，「本
質」は無生物について，「本性」は生物について），それぞれ使い分けられている感じ
がする。「人」　について述べたようなことが「財」についても当てはまって，「すべての
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
財」とはいうものの，あるものが財の世界に登場してから消え去るまで，様々なプロセス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
を経由するのであって，本来的にも，ある財が公財であるか私財であるかは，財に固有の
性質とともにそのプロセによって決まることであろう。
　ところで，「公共経済学」は何を「公（共）財」と見なしているのであろうか？岡野行秀，
根岸隆両氏編のr公共経済学』（1973，有斐閣）によると，「公共財」の要因として，①非
競合性，②非排除性，③非選択性，④不確定性が挙げられている（31～32ページ）。そのい
ちいちについてはもっともという外はない。しかし，「国防，警察，公園，道路などの
サービスは公共支出として通常給付されるものであり，公共財の典型として考えられる」
（29ページ）という場合，「公共支出」を「政府支出」といいかえて悪い理由は見当らな
いし，もしそのいいかえの方が事態をむしろ正確に表現するものなら（上例のサービスの
給付を政府の責任であることを明示するのであるなら），「公共経済学」が「公共財」　と
呼ぶものは「政府財」にこそ平ならぬことになるであろう。そうすると，「公共財」　の四
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　
要因は，「政府財」の四要因ということになる。ここで含意されているのは，公財には政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　
府財がふくまれるが，それだけにとどまらないということである。もっとも，政府財が字
義通りに公財であるためには，政府のあり方についての条件設定が必要であることをさし
当り留保しておく。
　「公共経済学」が，伊賀氏がいう通りに，本来すべての財は私財である（はずだ）とみ
なしているとするなら，公財はそれこそ例外的なものになる。政府も例外的存在になる。
例外的なものが比重を増し，重視されねばならなくなるというのもおかしなことである。
その当否は措いて，伊賀氏はそれを引つくり返して，私財を例外とする。ぞうすれば，理
の当然として，前者での排除不可能性が，後者では排除可能性になる。（同様にして，　非
競合性が競合性に，非選択性が選択性に，不確定性が確定性に，それぞれなる。）排除可
能性をふさわしくない言葉だとして捨てて私有化可能性を拾えば，排除不可能性は私有化
可能性に変るだけのことである。一体，それで何か新しいことでも発見できたのであろう
か？皮肉をこめていえば，ある人が男（または女）という対象を，別の人が女（または
男）といっただけのことである。
　「公共経済学」が政府を例外的存在とみなすのは，古典派経済学，厚生経済学という系
譜に乗っているということで分るような気がするし，好意的に見れば，政府にのみ公財を
見るのは，政府はかくあれかし，かくあるべし，端的にいえぽ，政府は真に公に徹せよと
いう正当な主張を述べるためであるかも知れない。その正当さの反面，後述するところだ
が，政府以外を私とみなして，私を不当に拡大する誤ちに陥っているので，「糖質不労」
的なところがないわけではない。それを伊賀氏は感覚的にとらえて，部分的ながら首肯で
きる批判をしている。すなわち，上に引用した文章に引き続いていう。
　要するに，本来共同財であるべき設備が，たまたま私有化可能性をもっているために企業によっ
　て簑i奪されたと考えるのである。三下という言葉の響きがよくないというのであるならば，合意な
　き委任といいかえてもよい。（10ページ）
　「公共経済学」の立場からすれば，本来私財であるべき財のうち，たまたま私有化不可
能性をもっている財があるので，それが（企業ならぬ）政府に（呼野ならぬ）合意によっ
つて委託されて「公共財」になるということであろう。伊賀経済学の立場から見たのとち
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ようど反対である。本来公財であるはずのものが私的にとりあっかわれていれば，それは
確かに簑奪であって，まことにけしからん事である。公金横領罪のごときものである。こ
こで正義が復活する！？だがこの正義には大きな陥し穴がある。この正義は，一見，あら
ゆる財を本来公財であるべきだとする見解から必然的に出て来るように思われそうである
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　り　　り　　む
けれども，それがそうでないのは，「纂奪」というそれこそ許しがたい不当な行為が，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　の言葉の直前にある「（公共財のなかで）排除可能なものについて私財と見なすことが許さ
　　　　　　の　　む
れている」行為そのものと同じことの反対表現であることに示されている。r公共経済
学」では私財のなかの「公共財」への提供が「合意」に基づいているのに対して，伊賀経
済学では公財のなかの私財への分割が「簑奪」（合意なき委託）に基づいている。その点
で，伊賀経済学は一見「革命」的な学説であろうが，いささか勇み足を出しているといわ
ねばならない。なぜなら，「公共経済学」は滅公奉還でも早く柔らかい滅公奉私，譲れる
ならば公にも面目をたてて貰ってもよいという程度の早撃奉私であるのに対して，伊賀経
済学は堅い滅私奉公ぶりであるからである。なぜすべての財が本来公財であるべきかの理
由として，伊賀氏は厳密な帰属計算：ができないからだという。これは何やらファシズムに
似る。財の代りに人を置いてみるがよい。「厳密な帰属計算ができない以上，すべての人
は公人と規定すべきであり，その中で排除可能性をもつものについて私人と見なすことが
許されている」とこうなる。誰についても，その人の存在に寄与したすべての費用の帰属
計算はとうてい不可能である。だから，誰もプライバシィをもつのは許されない。プライ
バシィは，プライバシィをもつのを許さない力を排除できる人だけに許される。これが論
理的帰結である。
　滅私奉公は，わたしたちの世代以上の日本の人びとには馴染み深い標語であった。現在
の中国では，破私立公が国是であると聞く。すべての財（国財と物恥）が本来公財である
はずだという見解がこれに通ずる。滅私奉公の誤まりは歴史が実証していると思ったのに，
こういう所に生きていたとは！私を滅せば公は立たない。同様に，公を滅ぼせば私が立た
ない。わたしたちは，「滅私奉公」の「公」が，実は，公とは似ても似つかぬひとつの巨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　コ　　　の　　　り　　　　　　　　　　　　　　　り　　　り　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大な私であったことを知っている◎滅私奉公の実態は，滅小聖奉大私であった。
　近代市民社会以前は，多かれ少なかれ，滅私奉公という名の滅小私奉大私的状況であっ
た。近代市民社会が，それまで滅ぼされていた（小）私の回復を主題にした限りでは，滅
私奉公を裏返しにした滅尽奉私に傾きがちであったのも歴史の力学として仕方のないこと
であったろう。だが，その力が有効なのは，「公」と称されているのがひとつの巨大な私
であるという状況のもとであるのにちがいない。そうでないと，公といっしょに，肝心の
私も滅ぶことになる。つまり，大副が「公」から退くにつれて，滅公署私すなわち滅大早
藤小母は，やがて，立公立私に変って行かざるをえない。公・私は対立するけれども，並
び立つのである。それは，ひとが存在する時間・空間の構造である。
　250年も前に，　日本の儒者荻生狙係（1666～1728）は，今日の人びとにとって当然でなけ
ればならないはずの（しかし，実際はそうなってはいない）公・私についての正常な認識
をすでに得ていた。彼の『嘉名』公・正・直についての三則（公と私，正と邪，直と曲）
はいう。
　公とは私の反。衆の同じく共にする所，之を公と謂う。己れ独り専らにする所，之を私と謂う。
君子の道は，衆と共にする者有り，独り専らにする者有り。……早れ公私各々其の所有り，君子と
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錐も豊私無からんや。（金谷治編『荻生租挾集』日本の思想，第12巻，1970，筑摩書房，238～239
ページ。）
　狙篠の「宋儒に及んでは天理の公と人欲の私を以て説を立つ」（239ページ）という言葉
は，時を隔てて，マルクス主義の私有財産観（や伊賀氏の公共財観）を批判している如く
である。「天理の公と人欲の私」について金谷氏は注していう。
　朱子学では最高の倫理目標として純粋無雑な天理の実現をかかげ，人の欲望はそれに対する悪の
源泉としておさえられた。そして公を前者に，私を後者にひきあてた結果，私は極端に卑しめられ
た。租挾がここで君子にも私があるといっているのは，それへの抵抗である。　（240ページ）
　封建道徳の規準を与えた朱子学と「社会主義」はどこか似たところがある。それはとも
あれ，公と私一それはいずれかが正または邪，善または悪であるというようなものではな
いだろう。正や善であるのは，本来公または私であるものが実際にも公または私であると
いう具合に本来性が回復している状態であり，邪や悪であるのは，本来公または私である
ものが実際には私または公であるという具合に本来性が損なわれている状態であろう。
〔2〕　政府が公である条件
　公私各々其の所有りという認識が，封建主義のまっただなかにあった租裸によって得ら
れていたとは，全くの驚きであった。なぜなら，封建主義では，公私各々其の所無し，今
様にいえば，公私混合の状態こそ常であったし，公私混同を悪とする観念は育ちようがな
かったからである。公儀，公事，公家等々，公の字を冠した言葉はあるけれども，それを
字義通りに理解してはとんでもない誤まりをおかすことになろう。勝海舟が，いみじくも
徳川は一個の私だといった。海舟の公私認識を完全というのではないが，狙撃の実践版と
いえるかも知れない。狙裸の命題は，封建主義の根底を開く，今様にいえば，ラディカル
なアンチ・テーゼであった。
　公私混同は，今日では，一般に，非難の対象となっている行動である。そういう行動が
由来する状態についての反省はまだまだ不十分であるにしても，公私混同はいけないこと
だという認識が生れ広がって行くには，資本主義の，したがって市民社会の成長・定着の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　
プロセスが必要であった。資本主義は，封建主義につきものの公私混合習俗の清算克服へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
の歩みとともに始まったという見方もできるのではないだろうか？もちろん，現在の資本
主義には，まだまだ，いろんな分野に，いろんな広がりで，公私混合の状態があり，人び
とは無意識のうちに公私混同をおかしている。人びとが公私混同を非難する場合，それは
公私混同のある部分的な事例でしかないのが普通である。
　「公共経済学」は経済を民間セクターとそうでないセクターで区別し，非民間セクター，
すなわち政府セクターを公（共経済学）の分野と見る。政府セクターと民間セクターを区
別すること自体，それはそれで確かに有意味であることは間違いないけれども，その区別
に公・私の区別を重ね合わせて，民間セクターを「私的セクター」と見るところに問題が
残る。『有斐閣経済学辞典』（1971）を見ると，「民間部門（private　sector）」とある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
民間セクターは，政府セクターと区別される限り，はっきり企業セクターというべきであ
ろう。両セクターの一方が公で他方が私であるという余りにも機械的な仕分けは，公・私
を区別しているが如くあって実はそうでない。両セクターは機能上の区別であって，それ
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それにニュアンスを異にするであろう公・私の関連がある。
　人びとが政府にのみ公を見て，企業に公を見ない（私を見る）言葉使いを一向に怪まな
いでいるのは，資本主義が歩み始めた頃の状態の残像に影響されているからではないだろ
うか？というのは，資本主義は，政府の公的性格を，政府からの〔家計及び企業〕の独立
という形で求める動きとともに始まったと見られるからである。その政府の公的性格とい
う言葉にふくまれる意味はふたつあって，ひとつは，〔家計及び企業〕の活動が政府によ
って一方的に規制されないこと，ふたつは，政府の構成が特定の身分と結びつかないこと，
すなわち，すべての〔家計及び企業〕に政府への参加の機会が開放されることである。
〔家計及び企業〕が政府から分離独立するのだから，そのプロセスは極めて政治的であ
る。それは，封建的身分制の解体という言葉で特徴づけられる。王制や貴族制が共和制に
変る。王制や貴族制が形を残しても，その実質が共和的になる。しかし，家計と企業の間
については，政治的色彩は薄れ，経済的合理主義の普及の程度に応じて，両者の分離が静
かに進行することになる。今日でさえ，家計と企業を公・私の関係で見るのが乏しいの
は，時代を画するような事件として，その分離が激しく現われることがなかったからであ
ろう。それだけに，近代経済学の教科書が，家計，企業，政府の三つを経済主体として同
列に並べているのは，わたしにはどうも解せないのである。
　封建主義において，政府がいかに公的性格の薄い（したがって私的性格の濃い）もので
あったかについては，事例を挙げれば容易に分るであろう。分り易いものとして，かつて
の日本の藩（国）について見よう。藩（国）政府は特定の「家」　（同族＝家族複：合体）と
強く非選択的に結合している。特定の「家」の長が，ほとんど自動的に藩（国）政府の長（藩
主）である。藩（国）名は，しばしぼ，藩主誰某の「家」名で呼ばれる。薩摩藩は島津藩
と呼ばれた。これは，長崎県が久保県と呼ばれるようなものである。藩財政と藩主の「家」
産との区別はつかない。政府庁舎（城）は，そのまま，藩主の「家」宅である。藩政府役
人（公務員）と藩主の「家」来（私務員？）の区別もつけようがない。藩政府での地位
（役職）は，多くの場合，「家」ごとに世襲相続される。等々。藩政府との「家」のこの
ような非選択的な結合ぶりは，「家」　のすべてについて，身分の違いを残して，一様に当
てはまり，それぞれの「家」の職と業もその非選択的結合に規制されている。今様にいえ
ば，個人の職業選択はもちろんのこと，居住地選択（移動の自由）も認められない。
　封建主義に見られる政府セクターにおける公私混合習俗が，いかに現在のわたしたちの
感覚にそぐわないかは，今更説明するまでもあるまい。この感覚を養成したのが資本主義
である。しかし，この感覚は，まだ必ずしも鋭敏であるとはいえないし，その分だけ，資
本主義が経済の分野に浸透しきれないでいるのも事実であって，そのために，今日の政府
必ずしも十全に公的性格を回復しているとはいえないのである。また，忘れてならないの
は，封建主義とはいえ，それが不合理な体制であればある程，合理性を求める人びとの人
平的欲求の動きに応じて，不安定，動揺，危機，を経験せざるを得ないことである。内乱
や一揆や下克上などは，人びとが不合理に徹しきれるものでないことの証しであろう。合
理主義を追求する無意識的衡動がそういう「犯罪」の形態でしか現われざるをえないとこ
ろに封建主義の恐ろしさがある。封建主i義の破れ目から犯罪者の形態で現われるのが，ほ
とんど人目に触れないように地下に埋め込まれていた市民の顔である。もっとも，反乱が
成功したら成功したで，その市民は非市民から反市民に変って，再び市民を踏みつけて立
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つかも知れないのだがQこの市民こそ，ラートブルフ　G．L．　Radbruch　（1878～1949）
がかつていった「窮極的民主主義」democratie　finaleの別名である。　ラートブルフは，
窮極的民主主義をあらゆる政体が存立する基礎であるとしている。　（手島孝「現代憲法と政
党」『現代の立法』現代法第3巻，1965，岩波書店，197～198ページ参照）また，非マルクス主義
を名のるマルクス学者（？）が「人類史貫通的……普遍的ゲゼルシャフト関係としての市
民社会」（『社会認識と歴史理論』講座マルクス経済学第1巻，1974，日本評論社，225ページ）とい
うものをそこに見ることもできよう。
　マルクスはほんとにょいことをいっておいてくれた。「従来のあらゆる歴i史的諸段階に
現前した生産諸力によって制約され，生産撃力を制約しかえす交通形態，それが市民社会
である。…この市民社会こそが歴史全体の真のかまどHerdであり舞台である」　（rドィ
ッ・イデオロギー』）これが「市民社会主義者」とでも呼んだらよさそうな人びとが探し当
てた呪文である。望月清司氏はいう。「くりかえし強調しておくべきは，『かまど＝市民
社会』は，本源的共同体の段階から現代の資本家社会までを貫ぬいて実存するということ
である。」（同上，221ページ）だが，マルクスは，果して，そういう「人類史貫通的な」
市民社会認識を，それこそ一気通貫的に持ち続けたであろうか？そうは思えない。　なぜ
なら，市民社会に欠かせない商品・貨幣，したがって市場を，あるいは「価値」を，マル
クスは限られた時代にしか見ていないからである。わたしは以前に書いたことがある。
　交換を人間そのものの本性と見るアダム・スミスをこそ，私は採りたい。……種族共同体が自給
　　　　　　　　　　　　　り　　　り　　　　
　自足しているなら，それ自体が世界であり，それ自体の内部に，人間的関係の交換が行なわれてい
　るのであって，何も他の種族共同体との偶然的接触を持ち出す必要はない。逆に，他の種族共同体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　との接触を持ち出すのが商品交換を説明するのに必要であれば，複数の種族共同体によって世界が
構成されておるのであり，自給自足は，個々の種族共同体によって行なわれているのではなく，そ
の総体としての世界のうちでのみ行なわれているのである。前者を採れば，共同体自体がゲゼルシ
　ャフト的にも構成されていることになり，後者を採れば，共同体はゲマインシャフト的集合であり，
　ゲゼルシャフトは，諸共同体の総体的関係のうちにあることになる◎　（拙稿「共同体ということ」
九州経済学会「経済・経営研究」第1集，1963，38～39ページ）
　交換のない・商品生産のない社会というものはありえない。　（鹿児島県立短期大学納経学会「商
経論叢」第12号，1963，54ページ）
　ところで，封建主義に見られた政府と「家」の非選択的結合（公私混合）が拠って来る
ところを見るには，反対の選択的結合（公私分明）の条件を知るに如くはない。条件はふ
たつある。ひとつは必要条件であって，「家」と政府がまず場所的に分離することである。
住居と政庁の分離である。これで，「家産」と政府財政が仕訳される目安が得られる。し
かし，これだけでは十分ではない。なぜなら，特定の「家（々）」が政府との関係で有利不
利の差別で取り扱われるならば，選択性はたちまち崩れるからである。したがって，ふた
つは十分条件であって，政府と関係する機会が「家（々）」にとって無差別に開放されてい
ることである。必要条件に比べると，十分条件の方がはるかに整い難いだろう。政府は，
地域社会（という一定範囲の領域）に立つ政治機関である。その地域社会からの「出」
と，その地域への「人」とが，無差別の条件ですべての「家」に保証されることが，究極
的に十分条件となるであろう。この条件の有無あるいは強弱が，自治体（すなわち都市）
と国家の違い，資本主義と社会主義の違い（そしてまた，それぞれの変種の違い）を生み
出す。
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　国家と呼ばれているものを度外視すれば，自治体（都市）には選択性についての十分条
件が整っている。どの「家」にとっても，どの自治体（の政府）を選択して居住（参加）
するかの機会は無差別の条件で開放されている。聞くところによると，ソ連ではそれが不
十分であるらしい。移動の制限は，封建主i義に特徴的であった。レーニンは「土地への
緊縛」を賦役経済の特徴のひとつとして挙げた。　（rロシアにおける資本主義の発展』岩波文
庫，上，240ページ）いったん国家を視野に入れると，事情はがらり変る。国境が「家」の
移動をあるいは強くあるいは弱く妨げており，条件はあってもそれが無差別に適用される
のを保証している国境を探し出すのは難しいだろう。おおざっぱにいえば，やはり，資本
主義諸国の方が社会主義諸国に比べて，国境の出入に関しての規制はゆるやかであるとい
えそうである。出入は，単に，一時的な旅行による通過だけではなく，「家」を挙げての
移住，更には国籍の離脱・獲得をもふくむ意味である。この最後の国籍の離脱・獲i得の自
由によって，国境における出入の自由は完成されるだろう。
　周知のように，日本国憲法第22条②には，「何人も，外国に移住し，又は国籍を離脱す
る自由を侵されない」と記されている。そこでいわれている「何人も」が，「すでに日本
国民である人びと」に限定されているのは，文脈から明らかである。この条文は大変重要
であるが，重要であるだけに，有名無実ぶりもまた甚だしい。理由は簡単である。日本国
民である「何人も」，自分が無国籍者になるのを覚悟しなけれぽ，「国籍：を離脱する自由」
を侵されるのである。他のすべて国が「何人もわが国に来住し，又は国籍を獲得する自由
を侵されない」と憲法で保証してくれれぽ片がつくけれども，それは身勝手というものだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
ろう。肝心の日本国憲法が日本国民以外の人びとの茅門国籍を獲得する自由を侵してい
る。残念ながら，1948年の国連総会が決議した「人権に関する世界宣言」の第15条①「何
人も，国籍を有する権利を有する」②「何人もほしいままにその国籍を奪われ，またそ
の国籍を変更する権利を否認されることはない」の趣旨はまだ生かされていないのが現状
である。ソ連人のポリス・ペトロービッチ・レーチキソ教授が，望みの日本国籍を得るの
をあきらめて，アメリカ国籍の獲得へ向かったというついこの頃の事件は，日本国の「平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
和」憲法の泣き所を凹いているように思われる。ある空間を出ることがそのまま別の空間
に入ることだという至極簡単な事柄がどうして見落されているのだろう。
　国家と自治体（都市）の違いが，同位空間における人びとの出入の難易にあるのは明ら
かである。出入の自由が保証されてこそ，それぞれの国家の政府は，あらゆる「家」にと
って選択の対象となり得る。出入の不自由は，選択（すべきである）対象を非選択（を余
儀なくされる）対象に擬制することに基づく。擬制は何に由来するのであろうか。わたし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
の考えでは，相続主義である。相続主義というのは，特定の親の子として生れついたとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　コゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
う事実だけで，親の権利義務関係をその子が相続する．ことを認める制度でありイデオ田平
　　　　　　　　　　
一である。原理的に，人は，誰であれ，確かに，自分自身の出生（性別）を選択できな
い。自分自身の出生（性別）は，当人にとって宿命であるけれども，親の権利義務関係ま
で身につけて出生するわけでは決してない。ここでの問題に即していえば，特定の親の子
として生れることは宿命であるけれども，その親が日本国民であるからといって，その子
もまた宿命的に日本国民でなければならぬことはない。選択意志が未成熟な問は，親の意
志に規制されるのは当然としても，いったん選択意志が成熟したと一般に認められた（成
人した）後は，選択権の行使が保証されて然るべきである。（1）
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　　（1）同じことが，人びとの名前にも当てはまる。豊田市の会社員永井裕治氏が「20才で改名の自
　由を」という投書を朝日新聞（74．6．19）に寄せているのに気づいた。
　自治体（都市）間には，国家間の国籍問題に相当する問題は何もない。　国家の　「公務
員」（になる資格）は，一般に，当該国の有籍者に限られるけれども，自治体の公務員
（になる資格）は当該自治体の有籍者に限られてはいない。国家（の政府）には機密やス
パイがつきものだが，自治体（の政府）にそういう類のものを聞くことはない。国家間で
i排斥される内政不干渉が自治体問で格別意識されることはない。国家には，階級主義者が
主張するような階級がそれなりに存在していると認めざるをえないが，階級主義者といえ
ども自治体に階級を見出すのはむつかしい。（拙稿「雇用構造について」九州経済学会「経済・
経営研究」第11集1973，参照）等々。
　誰の発明かはもとより知るよしもないが，「国立（大学）」と「公立（大学）」という言葉
は，当の発明者の意図がどうであったせよ，いみじくも，国家と自治体の違いを明示して
いる。国立と公立とは交わらない区別である。ある大学が国立であれば公立ではないし，
公立であれば国立ではない。すなわち，国（家）は公ではなく，公は国（家）ではない。
同様に，海域に，領海（closed　sea）と公海（open　sea）の区別があり，両域は重なり合
わないし，領海は，事実上，国詞（国家の領土としての海域）であり，したがって私海で
ある。国立大学が公立大学ではないという意味では，国立大学は私立大学となる。それで
は，ふつう「私立大学」と呼ばれている大学は一体何なのか。　（拙稿「ノーサポート・アン
ド。ノーコソトロールー教育費についての一見解」長崎大学教育学部　「教育科学研究報告」第17号，
1970）
　封建主義に比べると，資本主義において政府が格段に選択対象性を高め，それだけ公的
になったことは明らかである。資本主義の国境内では，政府と特定の「家（々）」との間の
差別的な結合が残っているのを見るのは，多小の例外を除いて，まずないといってよか
ろう。「家」の所得や，性別によって政府選択の権利が制限されるような場合がかつてあ
った。しかし，普通選挙法は，今日では，一応普遍的に定着しているといえるだろう。国
境外において政府への選択対象性が高まることは，まだまだ不十分である。その分だけ，
国家の政府の公（的）性（格）は割引きされる。割引きの程度は封建主義で最高であった
し，「社会主義」でも依然として高い。冷戦の産物であったとはいえ，ベルリンの壁は
「社会主義」国家（の政府）の非公（的）性（格）を象徴するモニュメントであった。出
たい者が出られず，出たくない者が出されるという強制が事実であるとすれば，その分だ
　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　
け，「社会主義」　は封建主義に向っての反資本主義ということになるだろう。
〔3〕　国有はそのまま公：有ではない
　政府の公性は，つまるところ，国家が（公海になろうと，いわば）上陸または公土とい
えるように，開放された空間であることに帰着する。海に関しては公海と領（国）海の区
別があるけれども，空に関しては領空があっても，領空外の空は無名である。海にならっ
て公営といえないことはない。しかし，領空と公空の境界を引くことはできそうにない。
しぼしば領空侵犯事件が起るけれども，人口衛星が領空侵犯に問われたことは一度として
ない。このことは，国家の領土についての不可侵という思想の根拠が，いかに仮空に浮い
ているかを，端的に示していないであろうか？虫の思想と鳥の思想の差，あるいは鳥は鳥
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でも，野鳥と渡り鳥の思想の差であろう。幾何学的表現を用いると，　円面的思想と球面
的思想，あるいは平面的思想と立体的思想の差ということになろう。（2）
　（2）円面は中心と辺（社会科学的にいえば，中央と地方または辺境）から成るが，球面には中心
　と辺の区別はない。つまり，円面は中央集権的であるけれども，球面は中央集権的でも地方分権的
　でもrあり」かつ「ない」，すなわち，融合している。円面は閉鎖されているが，球面は開放され
　ている。円面思想は国家の思想であり，球面思想は都市（自治体）の思想である。
　国家がそのままでは野性を欠いているとすれば，その分だけ，国有も公有ではない。国
家教育をそのまま公教育であるというのは間違いであり，そのことをわたしはすでに論じ
た。　（前掲「ノーサポート・アンド・ノーコントロールー教育費についての一見解」及び「経済プロ
セスとしての教育」長崎大学教育学部「社会科学論叢」第20号，1971）国家教育を国民教育と呼び
かえたところで事態は変らない。国家を国民と呼びかえることで国家主義が克服されるわ
けではない。
　国有は，ふつう，産業（や企業）の国有を意味しているので，国有を論ずるには，特に
企業と（国家の）政府の性質がからむけれども，これは当面の問題でないので，国有がそ
のまま公有であるという思想が何に由来するのかを論じよう。ふつう，「社会主義」　には
計画（生産）と国有がつきものであるとされている。「科学的社会主義」の名でそれが主
張されているだけ，この独断に抗うのは科学への挑戦とされるかも知れない。しかしこの
問題を論ずることは企業の本来的な心性を明らかにするのに役立つだろう。
　国有を論ずるとすれば，まず所有を論じなければならない。経済学者たちのなかで，所
有に格別の関心を注いだのはマルクスであった。そのこともあって，所有を語り，あるい
は所有に触れることの多いのはマルクス主義者たちである。対照的に，近代経済学者たち
は所有に無関心であるように見うけられる。
　しかし，多くが語られるからといって，真実が語られるとは限らず，有害無益でさえあ
る場合もあろう。最近の「社会主義」の現状は，マルクス（主義）的所有論に反省を促し
ているように思えるのだが，それが自覚されているというふしは感じられない。「社会主
義的所有」についての説明は，相も変らず，一向にすっきりしないのである。資本主義が
進んだところでは，大体国有論はかんばしくない評判を得ているし，この頃はマルクス主
義的政党も国有を主張することを遠慮している気配がある。現実的対応というやつであろ
う。マルクス主義的とは必ずしもいえないイギリス労働党が国有に固執するのは何とも異
様である。現実的対応もいいが，わたしとしては，原理的対応の方が（職業柄）気にな
る。
　自分はマルクス主義者ではないという人たちがこの頃急に増えた。その人たちの中に，
わたしの目からは，「（愛）マルクス者」に見える人たちがいる。そのひとり，平田清明氏
は，『資本論』の文献学的考証を経て得た市民社会論を展開するなかで，　国有についての
見解を扱等している。
　　『社会的所有』を国家的所有に等置するというもっとも初歩的な誤謬のうえに社会主義建設なる
　ものが語られるならば，……マルクス的コミュニズムの実現にとって理論的阻害要因となるであろ
　う。
　　（このような誤まった主張が続けられるかぎり，ソヴィエト・ロシアにその典型のみられるよう
　な国家的社会主義が，マルクス主義の名のもとに是認され再生産されるであろう。……）　（『経済
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学と歴史認識』1971，岩波書店，477～478ページ）
　マルクス的コミュニズムのイメージが定かではないが，果して国有を素通りできるもの
か疑わしい。平田氏自身，国有化を「革命第一歩における手段」「『自分自身をのりこえ
て前進する』ところの経過的『手段』であって，連合した諸個人の個体的＝共同所有へと
転化すべきもの」（476ページ）として評価している。さすがに，国有化すれぽ万事がうま
く行くなどの妄想は捨てられているようだが，なお幾ばくかの国有肯定の心情が残ってい
ると見るのはわたしの僻目か。国有を主張するイギリス労働党がEC加盟に反対したこと
に，国有主義のアナクロニズムが出ているであろう。歴史の教訓は，国有化の不可逆的性
向，いったん企業が国有化されるとその解除はむつかしいことを，したがって，国有化
は，それ自体の性質によって「過渡的」であることを越えて固定しがちであることを示し
てはいないであろうか。パーキンソンはいう。
　社会主義は一方通行のみちだつたので，　r国有化するな』と叫ぶ政治家と『国有化せよ』と叫ぶ
政治家との交代は，結局はあらゆる産業を国有化することになる。（C．N．　Parkinson，　Left　Lug－
gage．1966，福島正光訳『のこされた荷物』1968，至誠堂，140ページ）
　平田氏のような見解がマルクスに拠らねば出て来ないということは何とも物悲しい。マ
ルクス（の思想）とマルクス主義を区別するのは，それなりに有意味であろう。それにし
ても，マルクス主義は余りにも一大教義化してしまっていて，マルクス（の思想）とマル
クス主義を区別する実際的意義は極めて乏しいのではないだろうか。この頃，しばしば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
自分はマルクス主義者ではないという人たちが，そのいいわけに，マルクス自身が，自分
を語って，自分はマルクス主義者ではないといったことを引き合いにしているのにぶつか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　
る。わたしは苦笑する。なぜ，彼らは，マルクスの言葉でではなく，自分の言葉で，それ
を証明しないのだろう？彼らは，マルクスに同化することに感激してしまって，自己矛盾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のしていることに気づかない。マルクス主義者とはマルクスの言葉に依拠して，これがほん
　　　　
との意味だと信じている人たちだろうからである。何よりも，マルクス自身が自己矛盾し
ている。なぜなら，マルクス自身が，ある個人が自分自身のことをどう考えているかによ
ってその人を判断することの誤りを戒しめているからである。　（r経済学批判』序言）自白
が証拠能力をもたないのは今日の常識である。「科学的社会主義者」たちは，自白を証拠
にしている人たちである。自分たちの「社会主義」は科学である。なんとなれば，自たち
の「社会主義」を「科学的社会主義」と名づけているからである。これこそ，彼らが目の
敵にしていた観念論や唯名論ではないのか。わたしは，マルクスをマルクス主義から区別
する試みに，宗教における始祖崇拝のパターンを見出す。始祖は正しいのだが，弟子ども
が誤っている，悪いのは弟子どもだというわけである。政治の世界では，それが側近性悪
論になる。君側の好を切れというやつである。この頃は，始祖崇拝が嵩じて，マルクスと
エンゲルスの臆分けまで進んでいるようだ。スターリンは勿論，『レーニンから疑え』（三
浦つとむ，1964，芳賀書店）がエンゲルスに波及している。　しかし，あらゆることを疑うこ
とが好きであったマルクスを疑うのは依然としてタブーのようである。
　わたしが見るところ，マルクス主義に特有の国有化論について，誰もマルクスの無実を
はらすことはできまい。少くとも，マルクスが国有化を積極的に否定したとはとうてい思
えない。マルクスの所有論にわたしが見出す欠陥は，国有化論につながっている。欠陥は
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　
少なくともふたつある。ひとつは，マルクスの所有論は私（的所）有（財産）に偏り過ぎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　の　　　　　　　　　　　　
ていて，公（的所）有（財産）の観点が落ちていることである。つまり，マルクスの所有
　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　り　　り　　る　　　　　　　　　　　　り　　　　　　り　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　
論は私（的所）有論である。ふたつは，相続の観点が抜けていることである。両方とも密
接に関連している。相続の有無と所有における公・私の区別が対応しているからである。
派生的なことをついでに挙げると，所有と経営もしくは管理の関係についてあいまいさが
残っている。これは商品（生産）の理解を誤まらせる。
　マルクスの所有論に公有の観点が落ちていることに対しては，言葉こそ「公的」ではな
いけれども，「社会的」という言葉で同じことを語っているではないかと，　あるいは反論
する人があるかも知れない。だが，マルクスが「私的所有」という言葉を使った数に比べ
ると，「社会的所有」という言葉の数は丁々たるものである。もっとも，　マルクスの資本
主義観からすれば，これは当然のことであろう。1よく，資本主義の基本的矛盾は所有の私
的性格と生産の社会的性格であるなどいわれる。（勿論，そこでの所有の対象は生産財で
ある。）その意味からすれば，資本主義に「社会的所有」があっては困るわである。
「社会的所有」を「国有」に等置する考え（これを平田氏は批判しているのだが）に従え
ば，現に資本主義と目されている国家に国有があることはどう説明され得るのか，好まし
い事なのか，よそながら気になるところではある。　「社会主義」のなかに資本主義（の要
素）が「残存する」ことは許されても，資本主義のなかに「社会主義」（の要素）が現出
するなど，マルクス主義にとって許されないことであった。とにかく，資本主義は「私的
所有」で埋めつくされていなければ，理論に支障を来たすのである。
　仮に，「私的所有」で埋めつくされた資本主義があったにしても，定義の上から，その
「私的所有」は「資本家的（私的）所有」であろうから，資本主義は「資本家的所有」でべ
た埋めにされていることになる。また，定義から，資本主義は資本家と賃労働者とから成
っており，「賃労働者的所有」　はあり得ないし，1あってはならず，賃労働者は「無所有」
である。「無所有」の反対は「（有）所有」であって，「私的所有」ではないのだから，所有
は「私的所有」であり，かつ「私的所有」は所有であるというように，部分と全体は二二
されてしまう。公的所有の存在余地はさらさらない。なぜこんな非弁証法的な結末になる
のであろうか。　　　　　　　…
　結論を先に出した方が分り易い。　「資本家的（私的）所有」は，「私的（に擬制された公
的）所有」，もっと強くいえぽ「資本家」によって「私的（に横領された公的）所有」であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
る。弁証法的にいえば，本質は公的所有で，現激が私的所有というわけである。公的所有
が「資本家」によって私的に横領された分だけ，…「賃労働者」　は公的所有から排除されて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　む　　　の　　　の　　　　　　　　　　　　　　　り　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む
いる。これまた弁証法的にいえば，本質は公的所有からの排除で，現象は無所有である◎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
以上は，勿論，生産財についての所有理論である。消費財についての所有理論を問うこと
は私的所有の本来的性格を問うことである。「資本家」であれ，「賃労働者」であれ，それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　む　　　　　　　　
それの家計における所有こそ，私的所有の実現態である。ただ，「資本家」　なるものが，
実は企業と家計の未分離複合体としての家族複合体に外ならぬところがら「資本家」の家
計がそれとして現われていないだけのことであ筍。他方，「賃労働者」の家計は，それと
　　　　　　　　　　　　　　　　り　　り　　り　　り　　　　　り　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ　　　　　　
して現われており，　したがって，本来の私的所有は，通説と全く異なって，「賃労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
者」において実現している。つまり，「賃労働者」こそ私的所有者であり，「資本家」は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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　　　　　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　む　　　　　　　　り　　り　　　
「私的所有者」の擬態に外ならない。擬態を本物と見誤まったのがマルクスであり，また
その他大勢である。マルクス主義者がいう「私的所有」の廃止は，したがって，擬態とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ての「私的所有」にかくされている公的所有と私的所有を分明にし，公的所有をすべての
家計に対して無差別の条件で開放することで理解されねばならない。表現としては，全く
反対になって，私的所有の実現，正確には，公的所有と私的所有の統一，これこそが所有
問題の解決である。（拙稿「経済学における私有財産の問題」鹿児島県立短期大学焼野学会「商経
論叢」第15号，1966を参照）
　所有問題についての相続の観点の有無は，19世紀社会主義運動における二大巨頭，　バ
クーニソとマルクスを分つ特徴点のひとつである。わたしには，国家（の政府）や権威に
ついての嫌悪と愛好という相反する態度が，その有無の違いにダブって見える。無政府主
義と政府主義，自由主義と統制主義，個人主義と集団主義，分権主i義と集権主義等々の対
照がインターナショナルにおけるバクーニンとマルクスの間に映し出されているように思
われる。　E．H．　Carrは『バク一八ン』　（下巻，大沢正道訳，1970，現代思潮社）で，その
対照を語りながら，次のように書いた。「マルクスは人類を政治家と行政家の眼で見た。
彼の仕事は個人に関してではなく，　大衆に関してであった。　彼は革命の理論と実践に，
これまでは政府の特権であった秩序と方法と権威とを導入し，それによって規律ある革命
国家の基礎をすえた。バクーニソは夢想家で予言者であったQ彼の関心は大衆になく，個
人にあった。制度ではなく，道義であった。」（595ページ）また，次のように書いてい
る。　「マルクスの政策は国家を通して一一『上から解放する』ことであった。バク団団ン
は唯一・の真の解放は『下から』一一個人を通して行われなくてはならぬと考えた。」　（590
ページ）　「科学的社会主i義者」たちから「空想的社会主義者」　と十把ひとからげに屑かご
に放り込まれたものの中に，・ミクーニソの相続についての珠玉の思想もあった。　さいわ
い，わたしたちは，つい最近になって，『・》一一ニソ著作集』（白水社，全6巻，1973）をも
っことができた。その第4巻に「ジュネーヴ支部総会によって採択された相続権にかんす
る委員会報告」がある。屑かごから拾い出して，しわをのばして読んで見よう。
　労働の解放という見地からして，相続権が廃止されることが存益であるのか，必要であるのか。
…… y地と資本を労働から切り離しているものは何か。……それは相続権である◎……階級関係の
差別がただこの相続権によってのみ維持されていることは明白である。財産や幸福にかかわる生れ
つきの不公平，一時的な不公平が個人のあいだに存在することはあるが，それは個人が消えるにつ
れて消えてゆくべきものである。しかるに，相続権がそれを永遠化し，いわば石化させ，伝統的に
不公平にしてしまい，出生による特権を作らせ，階級を成立さぜ…ているのだ。相続権が機能して
いるかぎり，世界に経済的，社会的，政治的平等は存在しないだろう。…われわれが廃止したいと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
思い，またしなければならぬもの，それは法規によって基礎づけられ，法体系と国家の土台そのも
　　　　　　　　　　　　　　
のを構成している相続権である。…相続権…それは自然権の侵害，不正な横領ではないのか…。…
法体系と国家を廃止するには，相続権を廃止するだけで十分である。たいていこれまでの社会の進
歩は，すべて相続権を次々に廃止することから始まった。まずはじめに……神の相続権……次いで
政治的相続権……今日のわれわれは…経済的相続権を廃止しなければならな：い。（313～319ページ）
　1869年の・ミーゼル大会で，・ミクーニソの提案はマルクス派に対して相対的勝利をおさめ
たのだったが，その後のマルクス主義の普及と権威高揚のなかで，全く無視されることに
なった。それが，今日の「社会主義」における相続権に対する寛容さにつながる。バクー
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ニソは，国家・階級の基礎は相続権であることを見抜いていた。バクーニソの著作に接す
る以前から，　わたしも同様な見解に辿りついていた。　（前掲「共同体ということ」，「企業と
利潤」　「商経論叢」第14号，1965，前掲「経済学における私有財産の問題」，　「雇用構造について」）
人びとが他の人びとを継続的に支配する力の由来について階級主義者の説明は説得的では
　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　の
ない。人びとは，自分だけの力（富，権威，声，腕力等）の有無によって，あるいは支配
階級あるいは被支配階級に属するのではない。支配関係から全く独立に出生したはずの人
びとが，その出生の由来にしたがって，従前の支配関係に仕分けされて行くこと，そのこ
とが階級を成り立たせている。そこにこそ，バクーニソが「横領」と表現し，　マルクス
（主義者）が「搾取」と呼び，ブルードソが「南町」と各づけた不正の原因がある。マル
クスは相続権にでなく，「私有財産」に搾取の原因を見た。相続権の廃止は「私有財産」
の存続を認めることになるとして，バクーニンに反対したのであった。マルクス的意味に
おける「私有財産」こそ搾取そのものであり，その原因は相続権にある。　「私有財産」の
廃止を主張するマルクスの見解は，「私有財産」という木を倒すために，葉を払い落せば
足りるとするのに似ている。
　「市民社会主義」論者たちも相続について依然として無関心である。彼らは『資本論』
第1巻24章の未尾にある文章を引き合いに出して，そこにマルクスの市民社会への展望を
見ている。しかし，相続についての無関心が災いして，市民社会への展望はやはり不透明
である。「自己の労働に基づく私的所有」なるものが，「他人の労働に基づく私的所有」
の歴史的前段階に置かれている。ところが，マルクスがいう「自己の労働に基づく私的所
有」なるものが，実は自己の労働だけに基づいているのではなく，他人の（親の，またそ
の親の…）労働により多く基づいていることが全く見逃されている。彼らが「自己」とい
うのは，自己及び自己につながる代々の祖先をふくむ同族のことに外ならない。自己につ
ながる他人（同族内の異世代他人）と自己につながらない他人（同族外の同世代他人）の
区別をしないものだから，彼らは，搾取のあるところに搾取を見ないで，搾取のないとこ
ろに搾取を見る。「剰余労働」という正体不明な概念を発明しなければならぬのもその
ためである。（拙稿「経済学への提議（3）」鹿児島県立短期大学「紀要」第13号，1962．前掲「企業と
利潤」金子　甫「『剰余労働』という概念の難点」排山学院大学「経済学論集」第14巻第3号1972．12
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　り
を参照）　言葉の意味通りの　「自己の労働に基づく私的所有」は，「賃労働者」の一代限り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
の家族，すなわち本来の家族の会計としての家計において実現している。その家計が，公
的所有から排除されているから，「賃労働者」（被雇用者）であるのであって，公的所有に
参加するとき，もう「賃労働者」という名称はふさわしくなくなる。
　もう，マルクス的な意味の「私的所有」が，実は，世代的に連続する家族複合体　（同
族）所有であり，同族内相続に基づく所有であることは明らかであろう。同族内相続，空
間的に閉鎖された特定集団内相続こそが「私的所有」の原因である。このパターンが，規
模こそ違え，そっくりそのまま国家的所有に見られることについて，今更多く語る必要は
なかろう。国家が，すでに述べたように，出入が制限された閉鎖的空間である限り，国有
は公有ではなく，ひとつの巨大な，マルクス的意味における「私的所有」として，国籍相
続集団（国民）によって相続されるのである。だから，もしマルクス（主義者）が「私的
所有」の廃止を主張するなら，国家的所有の廃止も主張してこそ理に適うにもかかわらず，
彼らは，小の「私的所：有」　を大の「私的所有」（たる国家的所有）に変えることが，「私
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町所有」の廃止だと錯覚し続けて来たのである。国家的所有が公的所有であるためには，
ただ，国籍がそれこそ真の意味でのすべての人びとにとって自由選択の対象となり得るこ
と，一言でいえば，国家が自治体そのものに変身することによる。
〔4〕　企業は本来公である
　産業（や企業）の国有化論は，公といえば国家（の政府），国家（の政府）　といえば公
であるという錯覚から生じている。国家が誰にも筒抜けであるかないか，ちょっと考えれ
ばすぐ分ることだ。自治体は，誰にも筒抜けであり，したがって公的空間であり，その政
府は公的機関である。国家の自治体化によって，国有は公有と同質になる。しかし，その
場合といえども，公有は何も国有に限られない。産業（や企業）の公有化は，むしろ，政
府と企業の機能上の異質性から，国有化でない方が合理的である。これまでの国有主義者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
は，政府と企業の機能上の異質性に無平茸であり，そのためにも，企業の公的性格につい
ての認識を欠くことになった。政府と企業の違いは，一方が公，他方が私というところに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
あるのではなく，本来どちらも公であるので，別のところに見出されねばならない。「公
共経済学」がいう「公共財」は，実は政府財というのがふさわしい。何でも政府の手を経
なければ公ではないという誤解が，政府が公であるための条件についての注意をそらし，
企業が私であるという誤まった思い込みをますます固めるのである。
　ところで，最近の参議院議員選挙に際して，自由民主党の「企業ぐるみ選挙」が俄然世
間の指弾を浴びた。ずっと以前に，八幡製鉄所の一株主が，会社の政治献金を違法とする
訴訟を起したことがあった。この時の判定は，不幸にして，その後の企業の政治献金に
「合法」の道を開き，それによって企業と政治の関係についてのルーズな認識がすっかり
定着してしまった。最近の批判は，その合法性を問うというよりは，自由民主党の政治姿
勢を問う方に力点がかかっている感じがする。
　企業の政治献金についての見解には，企業認識が反映しているであろう。フォーローし
て見ると，三態が区別される。
　第一態は，企業をあくまで個人同様な私的なものといい張るもので，従来からの大勢的
見解である。町村自治相は，衆議院の公選法特別委員会で，①憲法の建前から企業も個人
と同様に政治活動する自由をもっている，②業務命令による特定候補の支持依頼でも必ず
しも公職選挙法上の問題とならないという見解を述べ，これを政府の統一見解の形で示す
考えを明らかにした。（日本経済新聞，1974．8．21）自由民主党の橋本幹事長は，政治献金
が特定の企業に偏重するのが問題であるとし，企業当りの政治献金を少額にして企業の数
を広げる意向を明らかにした。（毎日新聞，1974．8．16）この考え方に積極的に反対できる
経済学者は少ないだろう。近代経済学者は企業を「私企業」と呼んで怪しまないし，マル
クス（主義）経済学者は「私的所有」対象として企業を見ているのだから，企業の金の使
途について，他人のポケヅトマネーと同様に，とやかくいえる筋合いを見出すことはでき
ない。共産党がしきりに政治献金は個人に限るべきだと主張している。それはその通りで
ある。しかし，それを主張するためにはマルクス主義が邪魔になるということを彼らは気
付かない。なぜなら，企業は私ではなく公であるという理解からこそ，個人政治献金論が
出て来るはずであるからである。
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　第二態は，企業に「公益企業」とそうでない企業，すなわち「非公益企業」があって，
政治献金が許されないのは「公益企業」に限るという見解である。この見解はかなり俗受
けする。自由民主党も，この線ぐらいまでは後退を我慢せずばなるまいと思い始めている
気配がある。電力が先頭を切って，ガス，鉄道が追随した献金廃止の流れは，これで説明
がつく。献金事務の返上を申し出た経団連の土光敏夫会長は「東電の場合には公益事業と
いう，一般の企業とは違った事情があることも考えた上で判断したのだろう」と述べ，永
野重雄日商会頭は「東電のような地域独占の公益事業と，自由な競争の下で経営している
新日鉄のような一般企業とでは立場が違う」と述べ，東電に歩調をそろえることに否定的
であった。（朝日新聞，1974．8．15）「公益事業の企業」と「一般企業」の区別で，政治献
金の全面的廃止の波に対して防波提を築こうとする算段がありありと見える。　この区別
は，経済学者たちが「公企業」と「私企業」を区別する仕方によく似ている。
　ところで「公益事業」とは何か。　「運輸，郵便，電信，電話，水道，電気，ガス，医療，
公衆衛生の事業等。　公衆の日常生活に欠くことのできないもの」　（労働関係調整法第8条）
この定義からは，むしろ，必需（品生産）事業といった方がふさわしいように思われる。
そうであれば，それぞれの事業に関連するすべての事業（鉄鋼，セメント，石油，紙等
々）の「公益」性は無視できない。食糧はどうか。住宅はどうか。皮肉をこめていえぽ，
「公益」でなければ「公害」であって，どんな企業も公益事業を営んでいるからこそ存在
できているのであろう。
　第三態は，残るところ，あらゆる企業が本来公のものである（べきだ）という見解であ
る。これは，今のところ，微々たる力しかない。種々の言説のなかに，この見解が断片的
に現われることがある。最近目についたものを紹介しておく。高木大蔵事務次官が行なっ
た講演が，「公私のケジメをつけなくちゃ『社会的責任でもチクリ』」という見出しで記
；事になっていた。　（毎日新聞1974．8．1）
　企業の社会的責任というと，すぐ社会事業に寄付するといった話になるが，そんなものじゃない。
企業と個人のあり方についてもっと本質的に考えてみる必要がある。わが国では，法人と個人の区
別がはっきりしないが，そこに混乱のモトがある。本来，真善美を理解し得ないはずの会社が絵を
買ったり，別荘を持ったり，相僕や役者の後援をするおかしな現象があり，政治献金もしかりであ
る。外国人は日本の法人ゴルフ会員なる存在にびっくりする。英国では，交際費の損料算入などほ
　とんど一切認められていない。公私の区別がきわめてはっきりしている。
　つまり，企業と個人の関係は公と私の関係，すなわち企業は公であるといっているわけ
である。毎日新聞のコラム「余録」（1974．8．2ユ）はいう。
　公私のけじめをはっきりつけることは，社会生活を営むうえで大事なことだとしかしなかなか守
　りにくいルールもある。…公職（政府職というべきだろう一友岡）でなければ，公私混同が許され
るか，といえば，そんなことはない。私企業の社長が日曜目に家族連れでゴルフに出かけ，その費
用をすべて会社の接待費で落としたとすれば，私事を社用にすりかえるものである。やはり，公私
混同といってよい。
　趣旨は分るが，表現に矛盾がある。社長という職は私職ではなく公職である。公職は何
も政府職に限られない。企業が公であるからこそ，ゴルフの費用という私事を会社の費用
という公事にすりかえるのが悪徳になるのである。表現上の矛盾の根源が「私企業」にあ
るのは明白であろう。
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　企業が「私企業」と呼ばれるのにふさわしい現状にあることをわたしは否定しない。そ
うであることに公私混合及び混同がある。封建主義の政府が「私政府」と呼ばれるにふさ
わしいことをすでに見た。政府自体は本来公であるにもかかわらず，特定の「家」に横領
占拠されていたのであった。だから，資本主義で，政府の公性が回復されつつあるのであ
る。身分制度の解体である。その場合の身分は，今日わたしたちが日々に携行する身分証
明書の身分とは違う。身分証明書は，当人限りのものであって，決して相続の対象にはな
らない。身分制度の身分は，当人をふくむ同族内で相続されるものである。
　政府の公性が一般的な常識となるには，政治の舞台であるだけに，多くの場合，ドラス
チックな一過程が必要であったろう。いわゆる市民（ブルジョア）革命である。市民（ブ
ルジョア）には，企業における地位の差はなかった。それは，封建主義的身分の外に存在
する「新人」であった。（拙稿「都市と国家についての原理的一考察」長崎大学教育学部「社会科
学論叢」第23号，1974，参照）　富裕な市民が市民革命の果実をより多く摘みとることになっ
たことで，いつの間にか，ブルジョアが，市民一般ではなく，「富裕な市民」「富裕者」を
意味するようになった。同時に，市民のなかの無産者は，時代をはるかに遡り，所も異な
るローマのプロレタリウス（財産ではなく，子孫を国家に差し出す人々，つまり，国家
に奉仕するのに，税金を払えないから，労役を提供する人々）の名から来たプロレタリア
で呼ばれることになった。言葉の意味変化は，事態の推移の反映であろう。マルクスが
見出し，そしてマルクス主義者が今もなお見出し続けている「資本家階級」と「賃労働者
階級」への市民（ブルジョア）の分裂がかなり広汎に進行し，「資本家階級」が市民たち
（ブルジョアジー）の地位を占拠し，「ブルジョアジー独裁」と呼ばれるのがそれなりに
ふさわしい政治的状況があったし，今日でもそれで説明される部分があることも否定でき
ない。　だが，市民社会への政治的過程がドラスチックであったのに比べて，　その経済的
過程は，日々の喜怒楽楽のさざ波を伴なって静かに進行していたのである。歴史において
は，政治過程が表流であり，経済過程は伏流である。そのために，歴史は多く政治史とし
て書かれて来た。おおざっぱにいえぽ，政治過程は物語りを産み出すロマンティシズムの
肥沃な土壌である。英雄，陰謀，激情，危険，名誉，策略，等々の非定量的な諸現象のつ
らなりとして政治過程は進行する。つまり，ニュースバリューがある。それに比べると，
経済過程は，日月星辰の運行の如く，合理主義に影響されて，日々伝票が積み重ねられる
ように進行する。つまり，ニュースバリューに乏しい。新聞の政治面と経済面の差である。
合理主義がつらぬく経済過程で静かに起ったもの，それを一言でいえば，企業と家計の分
離である。経済分野における公私の分明化である。
　政治分野における公・私の分明化は，すでに見たように，政府と「家」の選択的関係の
回復であった。今度は，その「家」に混合している公・私がそれぞれの所を得て住み別れ
るのである。その過程の終着は，階級分解論が説くような「資本家階級」と「賃労働者階
級」への全面的な分解ではなく，反対に階級の解消である。なぜなら，公・私がそれぞれ
の所を得ることは，階級の基礎である閉鎖的集団内相続制度の廃止とともにあるからであ
る。
　マルクス（主義者）のいう「資本家階級」と「賃労働者階級」の相容れない対立が，今
日では，部分的には見られるとしても，決して全面的に展開しているわけではないことを，
頑迷なマルクス主i義者を別とすれば，否定するのはむつかしい。対立があるとしても，む
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しろ，その対立は，相当程度，対立を信じてやまない観念の産物であるだろう。マルクス
的な意味での「資本家」と「賃労働者」を探すのも骨が折れる。階級が政治的意味で支配
　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　　　　　　り
関係を意味するとすれば，今日では，一方的に支配し，または支配されるだけの「階級」
を見出すのもむつかしい。与党にある党が政権を失なうことを心配し，野党にある党が政
権を得ることを期待するというような状況はもう見慣れていることである。階級主義者が，
政治過程で政権獲得を目指しながら，経済過程で企業における経営権の獲得（経営参加）
を階級主義の裏切りであるかの如くおとしめるのは，何ともおかしな矛盾である。
　「家」とこれまで表現して来たものは，実は，企業と家計の複合物であり，社会学が
「家企業」と呼び，経済学が「個人企業」と呼んで来たものである。この「個人企業」と
いう名称は，その実態についての理解を誤まらせやすい表現である。個人は当人限りの存
在であるから，何の誰某という名をもつ個人限りの企業であってこそ，「個人企業」がふ
さわしい表現であるのに，その実態は，何の誰某に代表される複合体としての家族複合体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　り　　　り
集団の企業であって，その集団が新陳代謝で存在する限りの永代企業である。小なりとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　り　　　り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　り　　　り　　　　　　　り　　　ゆ
えども，「個人企業」は，実は集団企業である。その集団は，世代を異にする諸家計の連
続体，すなわち相続体である。マルクス（主義）経済学が「資本家早生産様式」といって
いるものは，一・方の側にそういう「家企業」があり，他方の側に，今や単一化した裸の家
計，すなわち当代限りの家計があって，前者が雇用し，後者が雇用される一方的関係が成
り立っている状態を指している。こういう関係が資本主義の当初に広汎に見られたし，現
にあることは事実である。しかし，特に今日では，それで一律に経済を規定するわけにい
かないことは明白であろう。企業が会社の形態で現われると，もう古式豊かな「資本家的
生産様式」を見るのはだんだん無理になって行く。企業の会社形態が無限責任会社から有
限責任会社へ移るにつれて，また経済の分野を掩う程度を高めるにつれて，資本主義にお
ける「資本家的生産様式」はますます減少して行く。
　「資本家的生産様式」の縮少・消滅の道中は，勿論，そう坦々としたものではない。た
だ，ここでは，それにつれて，企業の平帯が高まることを主張しているわけである。株式
会社には，なお，同族性が残存していることを否定できないけれども，今のところ，公性
は最高に高まっているといえる。それを象徴するものが，「社員」　という言葉の意味変化
である。すでに（前掲）「雇用の構造について」で論じたのだが，「社員」は，当初，出資
者（株主）を意味していたが，後では，　いわゆる従業員を指すようになった。「無限責
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ
任」の無限は，「家企業」における諸家計の世代的無限体に，「有限責件」の有限は，それ
　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　の
ぞれの家計の当代的有限体に対応しているともいえるであろう。当初の「社員」は相続対
象の地位であったが，後での「社員」は相続されることのない地位である。この変化に応
じて，株主総会の形骸化が進む。当初の「社員」総会は株主総会であったのだが，後での
「社員」総会は，当然，　「従業員総会」でなければならない。従業員総会としての社員総
会は，勿論，そのままの形では実現してはいないけれども，事実上，取締役会が社員総会
の執行機関になりつつあるといえないであろうか。
　もし，社員総会（を代表する取締役会）が事実的にも法的にも確立したとすれば，その
会社では，従来の意味での雇用関係は消滅しているであろう。誰が誰を雇用し，誰が誰に
雇用されるという雇用関係を特定化することはできない。株主は，その名の通り，株式の
所有者であって，会社の所有者ではない。それでは，会社の所有者はどこにいるのか。会
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社を構成している取締役をふくめた社員が会社の所有者であろうか。そうではない。会社
の所有者は，社員をふくめた公衆（一般諸家計）である。公衆によって所有され，そのな
かの社員によって経営・管理される会社を「私企業」と呼べないことは明らかである。か
といって，「公企業」というのは同義反復になる。　（ふつう「公企業」は何らかの意味で政
府が関与している企業を指している。）企業なるものが本来公的なものであるからこそ，
特定の諸家計集団によって私的に横領専有された囲みを解いて，広く一般諸家計の選択対
象として立ち現われるのである。
　本質顕現した企業において，商品生産の意味が判然とする。商品生産の基礎に「私的所
有」を見るマルクス（主i義）経済学の通念は，すでに「私的所有」の検討を経た今では，
支持され得ないことが明らかである。「私的所有」があるから商品生産があるとする見解
から，「公的所有」のもとでは商品生産は消滅するという結論が導き出されていた。彼ら
にとって，「私的所有」と「公的所有」は，同時的に共存できないのである。　現代の「社
会主義」で，彼らが主張するように，「公的所有」が「国家的所有」の形で実現している
にもかかわらず，商品（生産）が一向に減り，そして消える気配がないことに，マルクス
（主義）経済学は困惑している。説明がつかないのである。r私的所有」が，実は，彼ら
の好きな言葉を使うと，公的所有という本質の現象（形態）であるということを理解すれ
ば，そのことからでさえ，公的所有と商品（生産）廃止とが結びつくわけはないことが明
らかである。唯一の企業が，それこそ生産財も消費財もすべて包括的に生産するなら，確
かに商品（生産）は消滅する。しかし，そこには人と名のつく動物はいないだろう。こん
な馬鹿げた空想をもって「科学的社会主義」者は商品（生産）（や貨幣や分業や等々の）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
消滅を「必然」だと主張するのである。空想的「科学的社会主義」者は，本来，商品生産
が公的活動であり，市場が公的空間であり，企業が公的機関であることを理解できない。
「私的所有」と「生産の社会的性格」に資本主義の基本矛盾があると思い込んでいる人た
ちは，生産が社会的（公的）であるなら，所有も公的であることなど夢にも及ばない。矛
盾は，生産（の性格）と所有（の性格）の間にあるのではなく，生産と所有それぞれ自体
に，公的であるべき生産と所有が，私的に囲い込まれているというところにある。
あ　と　が　き
　政府は，企業及び家計の三者間には，①政府または企業と家計の関係，②政府と企業の
関係がある。前の方が公・私の関係である。後の方の関係は，世間でいわれているような
公・私の関係ではなく，　ともに公である機関の行政と生産という機態上の関係である。
「民間企業」といわれるけれども，「民間」とは「公衆の間」のことであり，政府もまた
それが公的機関である限りでは「民間政府」である。政府の職員が公職に就いているのは
当然だが，企業（会社）の社員も公職に就いている。だからこそ，その職を私することが
悪徳になる。政府についての公私混同がとがめられても，企業についての公私混同がとが
められないでいるのは，企業における公私混合の状態が理解されていないからである。現
象を適確に表現するからといって，その言葉がそのまま本質を表現するとは限らない。現
象と本質をきびしく区別することに手馴れているはずのマルクス（主義者）が，現象表現
の言葉と本質表現の言葉の区別について無神経であるのは，それこそ現象と本質の区別を
全くおろそかにしている証拠である。
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　矛盾がどこにあるのか分るであろう。本質と現象がズレているところにある。本質がま
る見えであれば，矛盾はない。公と私が，そもそも矛盾し会っているわけではない。公と
私は，対立してはいるけれども，矛盾し合っていない。矛盾は，本質としての公（または
私）であるものが現象としては私（または公）であるというところにある。同一の時間・
空間が公でもあり私でもあるというのが矛盾である。公と私の時間・空間がそれぞれ識別
されるならば，その矛盾は消えている。ある人が過す私的な時間・空間が，その人が過す
公的な時間・空間と重なり合わないというのが公私分明の状態である。
　この論法は，いろんなところで適用され得る。国家の本質と現象，貨幣の本質と現象，
利潤の本質と現象，家族の本質と現象，等々。マルクス経済学は勿論のこと，近代経済学
にも，その論法で洗い直されねばならぬものをたくさんかかえているのであろう。マルク
ス経済学に馴染んで来たわたし自身の経験からすれば，マルクス経済学の自己矛盾が余計
気にかかる。矛盾を発見することが大好きな人びとが，事実の矛盾と論理の矛盾を識別で
きないことは驚くべきことである。所詮，人は他人の顔は見えても自分の顔は見えないの
であろうか。自戒したいものである。（1974．9．25）
後記（1974．10．16）（1）米系の混血児の多数が国籍喪失の危機を迎えていることが国際社会事業
団の調査で明らかになった。　（毎日新聞1974．10．11，朝日新聞1974．10．14）直接的には，日本
　とアメリカで異なる国籍法のズレに帰因する。無国籍者が出現しかねないのは，ひとえに，各国の
　国籍法が実状に適応していないからである。
（2）自由民主党新論領「石田私案」を報ずる朝日新聞は「社会的公正のためには経済自由，制限も」
　という見出しを掲げている。（1974．10．14）自由があたかも公正と背馳するかの如き考え方がは
　びこるのは恐ろしいことである。現在の経済的自由に欠陥があるからといって，そのことは経済的
　自由そのものの欠陥を意味しないだろう。「市場の失敗」は市場が不完全の故であって，決して市
場そのものの失敗ではない。同様に，「経済的自由」が公正を損なうとすれば，それは現在の「経
済的自由」の在り方に問題があるのであって，本来の経済的自由を抑制することで回復されはしな
いであろう。ここでも現象と本質の取り違えが見られる。
